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特別講演 ( 政策研究大学院大学と 共催 ) 

日本の科学技術、 国家的事業からの 視点 

山之内秀一郎 ( 東日本旅客鉄道株式会社顧問 ) 

私は鉄道と宇宙という 多くの点で全く 異なる産業分野で 人生を送った。 鉄道は 1 9 世紀 

の 産業革命の最初の 担い手で合ったことに 象徴されるように、 最も歴史が古く、 技術的に 

は成熟した産業であ り、 私が大学を卒業した 1 9 5 6 年頃 には既に世界的に 見ても、 衰退 

産業の代表と 見なされつつあ った。 

一方の宇宙は 当時の日本ではまだ 挑戦が始まったばかり、 現在でも最先端技術を 競う 技 

御分野であ り、 特に太平洋戦争に 敗れた日本はこの 分野に進出することは 不可能に近かっ 

た。 しかし糸川博士を 中心とする研究グループは 敢えてこの分野に 挑戦した。 糸川博士が 

ペンシルロケットの 発射に成功したのは、 今から丁度 5 0 年前の 1 9 5 5 年のことであ っ 

たⅠ。 

  9 5 6 年という年は 日本の経済発展にとっても・ 産業技術開発にとっても 大変エポッ 

クメーキングな 年だったと 思 。 ぅ 。 経済白書が " もはや戦後ではない " という有名な 言葉を 

残したのはこの 年だったし、 科学技術庁もこの 年に発足した。 鉄道の分野では． この年に 

新幹線計画が 本格的にスタートした。 戦後日本の経済と 産業の発達、 そして本格的な 科学 

技術研究開発もこの 頃 にスタートしたと 言ってよいのではなかろうか。 私が在学していた 

頃 の大学の講義と 研究内容は今から 思、 ぅと 、 戦前からの研究の 遺産と海外の 新しい研究の 

受け売りが多かったような 気がする。 しかしこの頃 から大学でも 企業でも新しい 芽が生ま 

れつつあ った。 私が卒業する 時に担当の教授から 是非読むように 薦められたのが、 ノバー 

ト・ウィー ナ の " 人間機械論 " と " サイバネティク ス はいかにしてつくられたか " だった。 

私の所属していた 研究室は振動学と 自動制御が研究テーマだったが、 この教授はすでに て 

ニュ プレータ一の 研究に取り掛かられていた。 現在の ロボ ティク ス に至る研究がスタート 

していたのであ る。 

大学卒業の半年双の 夏休みに、 日本の主要な 製造企業の見学訪問があ った。 その時最も 

印象に残ったのはトヨタ 自動車を訪問した 時だった。 " 皆さん、 丁度良い時にお 見えになり 

ました。 今年初めて本格的な 国産乗用車が 出来たところで ず，と 言って目の前に 見せてく 

ださったのが トコ ペット・クラウンの 1 号車であ った。 今や世界のリーダ 一の一員となっ 

た 日本の自動車産業が 本格的にテイクオフした 時であ った。 

産業政策と経済技術成長 

その後の日本経済の 高度成長は目覚しかった。 多くの重要な 産業分野で技術が 急速に発 

展し・有力な 企業群が生まれた。 一時、 特に海外から、 この時期の日本の 経済成長は国家 

を 挙げた技術経済成長戦略の 成果であ り、 日本株式会社とまで 言われ、 その中心にあ るの 
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が 通商産業省 (MMITI) であ るとする意見が 強く主張されたことがあ る。 現在では、 それを否 

定する意見も 散見するが、 この時代に国家による 直接的な企業への 支援は少なかったかも 

しれないが、 日本の国を重機械化学工業を 中心とする技術一流国にした い とする国家の 政 

衆意思は明確に 感じられたし、 重点産業を保護育成しょうとする 政策もとられた。 それを 

受けて、 各重要産業分野の 経営者と技術陣が、 猛烈な意欲と 努力で欧米先進国の 技術を学 

んで、 それを改良し、 技術経済大国日本を 目指して全力を 挙げた時代であ った。 私はこの 

時期の技術と 経済の目覚しい 発展は単に国家の 政策だけによるものではなく、 国家の明確 

な 経済技術政策と、 日本を担う代表的な 企業集団のコラボレーションによって 実現したの 

ではないかと 考えている。 音楽に例えれば、 タタ ト を振ったのは 国家であ り、 実際の演奏 

を 行ったのは企業とその 技術者たちだったと 思 う 。 そしてこの時代には・ 伝統的な巨大企 

業だけではなく、 ソニー、 ホンダ、 松下など、 国家政策とはあ まり関わりなく、 むしろ 消 

賢者に直結した 分野で大変 へ / ベーティブで 活力のあ る企業も育ちつつあ った。 その意味 

では政府、 大企業だけではなく、 非常に旺 盛な購買意欲を 持ち、 品質性能に対して 厳しい 

目を持っていた、 そして今も持っている 日本の消費者の 存在も日本の 技術と経済の 発展の 

重要な原動力のひとつだったと 言ってよいかもしれない。 " もはや戦後ではない " から 1 5 

年、 1 9 7 0 年頃 には日本は既に 世界の経済大国に 成長していた。 フランスのジャーナリ 

スト、 ロベール・ ギ ランが " 第三の大国日本 " 著したのが 1 9 6 9 年であ る。 

日本国有鉄道の 変遷とその教訓 

私が入社した 頃 の日本国有鉄道はどうであ ったか。 当時は国有とはいえ、 日本最大の企 

業 であ り、 経営も安定していた。 しかしその企業体質は 当時としても くほど官僚的であ 

り 、 保守的であ り、 尊大であ った。 国家を支えているという 自負心の極めて 強い集団で、 

技術面でも民間企業をリードしているという 意識が強く残っていた。 内部の文化は 露骨な 

ほどの文官支配であ り、 技術陣に対しては 明確な待遇と 人事面での差別が 存在していた。 

企業としては、 多くの面で老化現象というか、 衰退期に人りつつあ る企業の特徴を 備えて 

いたと言わざるをえない。 

現実に明らかな 危機の到来がすでに 目の前に見えていた。 欧米諸国では 1 9 5 0 年頃 か 

ら自動車と航空機の 発達の前に、 鉄道輸送の比重は 低下の一途をたどり 始めていた。 同じ 

ことは日本でも 起きることは 十分に予測されていた。 まず、 1 9 6 0 年ごろから石炭輸送 

が減少を始め、 貨物輸送の分野で 明らかな衰退の 兆候が見え始めていた。 

しかしこの老大企業にも 将来を見通している 経営者と技術者たちがいた。 国鉄は 1 9 5 

4 年にコンピュ 一夕時代の到来を 予想して、 部内に電子技術調査委員会を 設置し、 5 千 ぺ 

一ジ にも及ぶ報告書を 作成し・国鉄のあ らゆる分野への 電子技術の利用の 可能性を検討し 

ていた。 1 9 5 7 年に日本は初めてアメリカから 本格的なコンピュータ BENDIX  G 一 l 

5 を 2 台輸入したが、 その一台は国鉄の 技術研究所に 入った。 そして 1 9 6 0 年には座席 

予約システム MAARS を開発し、 コンピュータによる 座席予約を開始した。 これは日本最初 

のリアルタイム・オンラインシステムであ った。 
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そして新幹線の 建設。 この巨大プロジェクトの 成功は、 ひとつの老大企業を 衰退から救 

っただけではなく、 世界の鉄道を 驚かせ、 このプロジェクトに 参加した多くの 企業の技術 

進歩にも大きな 貢献をした。 新幹線は戦後日本の 経済成長と技術進歩のシンボルとも 言え 

る プロジェ タト であ った。 

それでは新幹線は 国家の産業経済政策によって 生まれたのだろうか。 国鉄自体が国家の 

一員であ った以上、 国家による政策と 言えなくもないが、 国鉄はその本質的な 性格からみ 

ると、 あ くまでも運輸省のもとにあ る実施機関であ り、 政策決定機関ではない。 新幹線 プ 

ロジェク ト は計画の立案と 作成、 実現までの財務問題など 多くのプロセス、 そして技術開 

発もほとんど 全て国鉄自身が 行った。 同じようなプロセスは 鉄鋼、 電力、 通信等の分野で 

も 起こっていたのではないだろうか ? ただその大きな 背景として、 国家の産業発展、 技術 

立国という政策があ ったことがこうした 巨大プロジェクトを 動かすことを 可能にしたとも 

言える。 大きな視野に 立った明確な 国家政策と、 実際に技術開発とプロジェクトを 実施す 

る 企業との幸福な 協調の時代のシンボルであ ったのかもしれない。 

新幹線は常識を 超えた革新的なプロジェクトではあ ったが、 それを構成する 要素技術を 

見ると、 欧米の鉄道から 学んで日本に 適するように 改良した技術が 多く、 本当の意味での 

革新的な技術はほとんど 無いと言って 良い。 新幹線の技術面でのリーダ 一だった当事の 島 

技師長が " 実証済みの技術だけを 使え " と言われたのは、 日本の鉄道の 実際の技術力と 高 

速運転の経験不足に 対してかなり 飛躍したとも 言えるプロジェクトへの 挑戦に際して、 現 

美的で妥当な 判断であ ったと言えよう。 その意味では、 新幹線は日本の 産業技術がまだキ 

ャッチアップの 時代のシンボル 的なプロジェクトでもあ った。 いずれにせよ、 こうした 壮 

大で有意義なプロジェクトを 推進することが、 経済の発展と 技術の進歩に 大きな貢献をす 

ることを教えてくれたのだった。 しかしその後の 日本で壮大だが 必ずしも有意義とは 言え 

ない大型プロジェクトを 生む先例となったというのは、 あ まりにも皮肉すぎる 見方なのだ 

ろうか。 残俳ながらその 後の国鉄はこの 罠の中に捉えられていく。 

変革の年一一 1 9 8 5 年 

今から 20 年前の 1985 年は日本の鉄道にとっても、 宇宙にとっても 大変重要なエポ 

ックメーキンバな 年であ った。 この年にまず 電電公社が民営化して NTT が誕生し、 同じ年 

の末に国鉄改革法案が 国会を通過し、 1 1 3 年の歴史を持つ 国有鉄道はその 国営としての 

使命を終え、 民営企業としてスタートした。 宇宙の世界ではそれまでアメリカの 技術のう 

イセンス生産だけに 頼っていたのが、 初の国産の液体水素エンジンを 使った H-l ロケットの 

開発がほぼ完了し、 翌年にその 1 号機の打ち上げに 成功した。 

時代はサッチャリズムに 代表される新保守主義への 流れの中にあ り、 電電公社と国鉄の 

民営化はその 試金石とも言える 政策課題でもあ った。 今 " 官から 民へ " という流れが 大き 

な政策課題となっているが、 両 公社の民営化はその 最初の大規模な 実施 側 であ り、 その 成 

否は大変重要な 政策的な意義を 持つものであ った。 しかし 両 公社の民営化は 全く異なる性 

格を持っていた。 電電公社の経営は 極めて順調であ り、 電気通信事業は 伝統的な重工業に 
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代わって明日を 担うと期待される 技術分野であ って、 民営化することによって 自由な経営 

を可能とする 体制を築くことにその 目的があ ったと言ってよいだろう。 それに対して 国鉄 

の 民営化は瀕死の 状態に陥った 国営企業が追い 詰められた状態の 中で、 必死の再生を 目指 

して実現した 民営化であ った。 

H-l ロケットの製作と 成功は、 宇宙という日本が 国際関係の中で、 大きなハンディキャッ 

プを 背負っていて 最も技術開発の 遅れていた分野でも、 ようやくキャッチアップの 時代か 

らの脱却の時代に 入ったという 意味で、 極めて重要な 出来事であ った。 H 一 l ロケットは 液 

体 水素エンジンという 高性能だが非常に 技術 曲 りに難しく、 世界でもあ まり成功例の 多くな 

い技術に敢えて 挑戦したものだった。 H 一 l ロケットは 2 段エンジンは 国産だったが・ 技術 

的に更に難しい 大出力の 1 段エンジンはまだアメリカのライセンス 生産のエンジンを 使っ 

ていた。 しかし 1 9 9 2 年に完成した H-2 ロケットは 1 段エンジンを 含めて全てが 国産 技 

術 となり，キャッチアップの 時代を終えたといえる。 全てがアメリカの 技術のライセンス 生 

産の時代にはロケットの 打ち上げの失敗は 無かったが、 H 一 2 とその改良型の H.2A ロケッ 

トが 1 4 回の打ち上げのなかで 3 回の失敗を経験したのは 現実にフロントランナーとなっ 

た 時に味あ わなければならない 試練といってもよいだろう。 

国鉄の崩壊とその 教訓、 そして国鉄改革の 成果 

新幹線という 輝かしいプロジェクトを 成功させた日本国有鉄道がなぜかくも 急速に無残 

な崩壊をしたのか ? そこには単なる 一国鉄の崩壊というだけでなく、 日本の社会の 変化に 

対する 対 f の遅れ、 時代錯誤の自己過信、 誤った経営方針、 そして何よりも 公社という極 

めて責任の所在が 不明確で、 自己革新へのモチベーションを 持ちにくく、 政治からの過度 

の 介入と同時に 政治への依存体質を 強く持つ経営形態にその 問題の本質があ ったと 思、 う 。 

財政の自立能力を 失ってからの 国鉄は 、 官と民の役割分担のあ り方という意味では、 最悪 

の モデルを提供したといわざるをえない。 

極めて皮肉にも、 日本国有鉄道は 新幹線が開通した 1 9 6 4 年から赤字に 転落した。 輸 

送力増強のための 過大投資の負担と 自動車や航空機との 競争がいよいよ 本格化し、 部分的 

ではあ るが輸送需要の 減少が始まった。 特に貨物輸送の 分野がまず減少に 向かった。 ここ 

で経営として 大きく分けて 理論白りには、 二つの選択肢があ ったと思う。 ひとつは設備投資 

を 徹底的に抑制し、 インフレに合わせた 程度の運賃値上げは 実施し、 不採算なローカル 線 

と貨物部門の 縮小によって 収支均衡をめざす。 もうひとつは 公的使命を持つ 国家機関であ 

る 以上、 都市交通の混雑の 緩和や国土の 均衡あ る発展に貢献するための 巨大投資を続ける。 

その結果として 当然赤字はでるが、 それは公的使命であ る以上、 国家からの支援を 求める。 

選んだのは後者の 道であ った。 この選択を責めるのは 容易だが・現実的には 前者の道を選 

ぶことは当時の 公社という組織では 不可能に近かったと 思う。 政治的に許されない 命題が 

多かったし、 組織の内部も 圧倒 曲 りに後者の価値観が 支配していた。 そして更に悪 い ことに 

国鉄内部の労使関係がこの 頃 から極度に悪化し、 現場の秩序は 混乱し、 急を要する合理化 

の実施と、 不採算部門からの 撤退が極めて 困難な状況になっていた。 理由はともかく、 一 
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度 経営の方向を 大きく間違えると、 その転落は早い。 新幹線の完成から 僅か 2 0 年余 

にして国鉄は 2 5 兆円という巨額な 債務を残して 実質的に倒産した。 

私は日本国有鉄道は 多くの意味で・ 日本の社会が 抱える根本的な 性格と問題を 早 い 時期 

に 顕在化してきた 組織ではないかと 思う。 当初は良い意味で 新幹線に代表される 日本の社 

余資本の整備の 遅れに対する 革新的な解決策を 提示すると同時に、 電子技術、 土木技術、 

車両技術など 多くの分野で 技術革新の先導役となった。 国鉄が国の一部の 機関であ る以上、 

産業政策決定機能を 持つ組織と見るならば、 この頃 は優れた政策を 計画実行したことにな 

るし、 単なる国家政策の 実施期間としても 模範的な政策提案とその 実施をしたことになる。 

国家の産業政策と 実施機関との 協調がうまくいった 時代のよい何とも 言えよう。 

しかし 1 9 7 0 年頃 を境にして、 国鉄は悪い意味での 社会モデルとなっていった。 国鉄 

をとりまく市場環境の 急速な変化に 対応できず、 従来の延長線上の 経営にこだわり、 巨額 

の 設備投資を続け、 合理化は遅れ、 非常に合理的でない 固定的な取引関係を 温存し、 経営 

は 急速に悪化していった。 経営の悪化は 技術開発の活力も 失わせた。 これはバブル 期に多 

くの企業が経験したことではないだろうか。 こうした状況の 下に、 職員の新規採用を 抑制 

した結果、 人員構成は茸状の 高齢化社会となり、 年金は破綻し、 財政は危機的な 状況とな 

った。 そのかなりの 部分が現在の 日本社会が抱えている 基本問題と重なり 合 う ような気が 

する。 

国鉄改革と技術開発 

国鉄が破局に 向かっていたのと 対照的に、 1 9 7 0 年代に入ると、 日本の産業技術開発 

は完全に民間主導になったと 言ってよいだろう。 その後の 2 0 年間の日本は 民間主導の経 

済 発展と技術開発が 順調に進んだ 時代であ った。 ニクソンショックに 伴う円高 や 、 2 度の 

石油ショッ タ という難局も 企業努力によって 乗り越えた。 1 9 8 0 年には自動車生産が 世 

界 第一になった。 経済のけん引役が 国から民間に 移ったことはもはや 明白であ った。 この 

時代は今から 思 うと 日本の企業の 黄金時代であ り、 キャッチアップの 時代はほぼ終えたが、 

その時代の活力は 十分に残って い て、 その間に築いた " 改善 " 、 " 系列 " などの日本的生産 

、 ンステムが最も 有効に機能した 時代でもあ った。 

話を国鉄改革に 戻すと、 国鉄改革はあ くまでも破局に 瀕した巨大企業の 再生を目的とし 

た 政策であ り、 技術の活性化を 目指したものではなかった。 しかし国鉄改革は 結果として 

鉄道の技術革新にとって 極めて有効な 政策となった。 国営企業が民営化すると 当然のこと 

ながら倒産の 恐怖が現実のものとなる。 しかも JR 東日本を例にとると、 実質的に年間の 売 

り 上げの 2 倍を超える 0 兆円以上の債務を 背負ってスタートした。 倒産を避けるためには 

サービスの改善、 安全性の向上、 コストの削減と 設備投資の抑制による 債務の減少が 基本 

命題となる。 それまで設備投資の 維持確保が最大の 関心事であ った企業の技術陣の 価値観 

が抜本的に変化した。 更に労使関係が 著しく改善し、 それまで技術開発を 行な う 上で最大 

の 問題だった労働組合の 抵抗がほとんど 無くなった。 国鉄の主力労働組合は 多くの技術開 

発に対して合理化に 繋がるとして 強い抵抗をしてきたのだった。 技術陣にとっては 2 0 年 
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0 間やりたくても 出来なかった 新技術の導入や 合理化が可能となると 同時に、 こうした技 

術開発を積極的に 評価し推進する 新しい社風も 生まれた。 民営化後問もなく、 自動改札 と 

新型 ATS の導入、 列車のスピードアップ 、 新しい車両の 開発などを進め、 非接触 IC 力一 

ド "SUI CA" 、 新幹線と首都圏の 新しい列車運行制御システム "COSMOS" と "ATOS" 

などの先端的な 情報システムの 導入などが急速に 実現していった。 "COSMOS" と "ATOS" 

は 日本で最初の 大規模な自律分散制御システムであ り、 新幹線もそうであ ったが、 こうし 

たユーザ一企業主導の 技術開発も日本の 技術開発にとって 大変重要なのであ る。 

国鉄の末期には 一日に 50 億円の赤字を 出していたが、 現在の JR グループは一日に 6 億 

円の黒字を計上している。 本州の 3 社の債務も 18 年間に 5 兆円以上減少した。 

JR 東日本を例にとると、 発足当時に鉄道部門の 従事 買 は 7 万 2 千人であ ったが、 現在で 

は 4 万 8 千人に減少している。 その間に列車の 走行キロは 1 0% 増加している。 これは 大 

手 私鉄 2 社を作った規模に 相当する。 国鉄改革法案は 結果として鉄道技術革新推進法案と 

なった。 ここにひとつの 本質的な真実があ ると 思 。 う 。 国家による産業技術政策は 必ずしも 

科学技術の発展の 方向の明示や 補助金の交付だけにあ るのではなく、 研究組織や技術開発 

を 取り巻く環境と 体制を変えることが 大きな科学技術政策となる、 というのが国鉄改革を 

経験してきた 者としての実感であ る。 

激変の時代を 迎えて 

1 9 8 0 年代まで絶好調であ った日本の経済は 膨大な貿易黒字を 実現し、 国際貿易摩擦 

を 生じた。 その結果、 プラザ合意による 円高、 前川レポートによる 内需拡大の提言、 日米 

構造協議など 経済政策はむしろ 強すぎる日本経済を 制御する方向に 向かわざるを 得なかっ 

た 。 しかしその反動と、 行過ぎた経済への 楽観主義のためか、 バブル経済に 陥り、 バブル 

が 崩壊した 1 9 9 0 年代は " 失われた 1 0 午 " と言われるかつてな い 長期不況に陥った 

日本がバブルの 処理に追われているこの 時期に、 日本を取り巻く 経済技術環境は 激変し 

つつあ った。 まずこうした 状態に危機感を 抱いたアメリカはヤングレポートなどでアメリ 

カの産業競争力の 強化を訴え、 最も戦略的部門であ る TT 部門を中心に 急速に技術力を 蓄え、 

短期間の間に 世界を支配するに 近 い 体制を築いた。 その一方で東西冷戦の 終結は生産拠点 

のグローバル 化が進むとともに、 韓国、 台湾・そしてその 後中国が急速に 技術力を蓄え、 

日本を脅かす 存在に成長していった。 この大事な時期に、 日本の多くの 企業はバブルの 処 

理と経済の低迷による 業績の悪化に 苦しみ、 技術開発と激変する 企業環境への 対応に遅れ 

をとった。 

最も残俳なのは IT 部門での国際競争力の 喪失であ った。 1 9 8 0 年代の後半から " 電子 

立国日本 " というほどに、 メモリ一の部門で 世界を圧倒していた 日本の電子産業は、 まず 

パソコン時代に 入って、 アメリカの攻勢の 前に後退を余儀なくされ、 ついで韓国にも 圧倒 

されるようになった。 その原因は色々あ るのだろう。 単なる技術開発の 遅れという単純な 

ものではなく、 アメリカの戦略的ともいえるデファクトスタンダードの 確立・そしてこう 

した技術が急速に 進歩する世界では 圧倒的な技術力を 持つか、 常に戦略的な 大規模投資を 
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行 なうことによって 世界市場で 1 位 か 2 位の地位を占めないと 生き残りが難しいという 現 

実。 それに対してキャッチアップ 時代に築いた 日本の総合電機メーカーが 多数存在すると 

い う体制がうまく 機能できなかったのではないか。 こうした総合メーカーは 公共事業を始 

め 、 電力、 通信、 かっては国鉄などから 安定した利益のあ がる受注が保証され、 それを 日 

本 的な仲良し タ ラブ的体制のもとに 分配し、 そこから生まれた 資金を新規事業や 研究開発 

に 投入していたよさに 思われる。 しかしこうした 体制は国内でも 壊れると同時に、 IT 分野 

のような大胆な 戦略と迅速な 意思決定、 巨大な集中投資を 必要とする分野には 対応できな 

かったのではないか。 

しかしその一方で、 ト 3 タ、 キャノンなどバブル 時代にも動揺せず、 現在でも世界で 強 

い 競争力を持っている 企業は多い。 全体としては 日本の産業技術力は 一時ほどではないに 

せよ、 多くの分野でまだ 強いと い える。 しかしこうした 分野でも根本的な 変化は確実に 進 

付 している。 グローバル な 競争と生産拠点の 展開は今後も 不可欠だろうし・ BRICS 各国の 

追い上げも時代の 必然であ ろう。 さらに最も懸念されるのは、 日本国内に今後もかつての 

高度成長時代のように 意欲と探究心、 忠誠心にあ ふれた人材を 確保し続けられるかどうか 

であ る。 

いずれにせよもはや 日本はキャッチアップと 仲良し タ ラブの時代ではない。 むしろキャッ 

チアップされる 時代に入った。 これからは常に 世界をリードする 新しい技術を 開発する能 

力と、 優れた品質とコスト と スビードで生産できるシステムを 持つことが不可欠となる。 

日本の宇宙開発 

日本の宇宙開発は 1 9 8 5 年ごろにようやくキャッチアップの 最終段階を迎えたと 述べ 

たが、 現在はどうか。 意外に思われるかもしれないが、 日本の宇宙技術力のレベルはすで 

に トップタラスに 到達している。 2 0 0 3 年に中国が有人宇宙飛行に 成功し、 その直後に 

日本は情報収集衛星 2 号機を載せた H-2A ロケット 6 号機の打ち上げに 失敗した。 これだ 

けを見ると日本の 宇宙開発は大変遅れているという 印象を持たれるのは 避けられないのか 

もしれない。 確かにまだ日本は 人間を宇宙に 送り出す技術を 持っていない。 しかしロケッ 

ト 技術そのものを 見ると日本の H2A ロケットは中国の 長征ロケットより 遥かに進んだ 技術 

のロケットなのであ る。 最先端の性能を 持つロケットエンジンは 燃料に液体水素を 使用す 

る 。 しかしこの液体水素は 非常に危険な 燃料で、 そのエンジンの 設計と製作には 高度な技 

術を必要とする。 こうした液体水素エンジンを 持つロケットはアメリカのデルタ・ロケット 、 

それにヨーロッパのアリアン・ロケットぐらいで、 ロシアの ソ ユーズ や 中国のロケットは 

未だ本来の液体水素エンジンロケットではない。 中国の長征ロケットはようやく 3 段エン 

ジンにだけ液体水素エンジンを 使用している。 日本が作った 液体水素エンジンの 性能は良 

く ， H 一 2 ロケットの 2 段エンジン LE 一 5 は一時アメリカから 買 いた い という要望もあ った 

のだが、 宇宙の平和利用の 原則に反するとして・ 国家の承認するところとならなかった。 

日本の宇宙技術の 最大の問題はまだ 打ち上げ回数が 少なく、 技術的な問題点を 洗い出し解 

決しきっていない 点にあ る。 コンピュータの 世界に例えれば、 まだババ出しが 終わって い 
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な い のであ る。 世界の常識ではひとっのモデルのロケットは 20 回の打ち上げ 経験を経て 、 

初めて一人双と 認められるのだが、 日本ではまだ 10 機以上打ち上げたモデルは 無い。 今回 

有人飛行に成功した 中国の長征ロケットもこれまでに 79 回打ち上げの 経験を積み、 そのう 

ち 8 回は失敗している。 

衛星の技術はまだやや 遅れているかもしれない。 しかし 2002 年に打ち上げた 情報収集 衛 

星は性能の面では 未だアメリカには 及ばないが、 順調に観測を 続けている。 この分野でも 

国際貿易摩擦の 影響を受けた。 商業用人工衛星の 調達はスーパー 3 0 1 条の対象となり、 

経験が少なく、 軍事用の需要の 無 い 日本のメーカーは 国際競争力に 乏しく、 世界市場で劣 

勢を余儀なくされている。 しかし来年打ち 上げる予定の 次期気象衛星 切 h ま わげは日本 
の メーカーが受注に 成功した。 この分野でも 経験の不足が 最大の問題なのであ る。 

これからの技術産業政策 

一時かなりの 悲観論に陥った 日本の製造業にも 最近ようやく 自信と明るい 展望も見え始 

めてきた。 トョタ などの優良企業の 業績は目を見張るほどであ る。 しかし問題の IT 分野で 

は 色々な新しい 変化が始まっては い るものの、 未だ事態が改善したとは 言えない。 わずか 

に ディジタル家電の 分野が健闘している、 ここも世界規模の 競争と技術変化の 激しい分野 

で、 今後も激甚な 競争が続くことだろう。 かつてアメリカの 戦略とも言える 手段で普及が 

困難だったトロンも 携帯電話などで 広く使われるようになった。 IT 分野での戦いは 新しい 

局面に入りつつあ る。 

1970 年ごろに高度経済成長を 遂げた後の日本の 科学技術開発の 牽引車は民間セクタ 一で 

あ った。 この構造は今後も 変わりは無 い であ ろう。 民営化当時はややヨーロッパに 遅れを 

とっていた感があ った日本の鉄道技術も 今では完全に 世界のトップに 立ったという 自負心 

があ る。 この間の技術開発は JR 自身と多くのメーカ 一の努力によって 実現した。 もはや 国 

家ではなく、 完全に民間主導の 技術開発であ ったし、 今後も世界一の 技術力を維持発展さ 

せ てゆく自負心を 持っている。 

しかし技術のフロントランナーとなった 日本とそれを 取り巻く世界環境の 変化を見ると・ 

ふたたび国家としての 科学技術政策の 確立と 官 と民の共同による 技術開発が必要な 時代を 

迎えているような 気がする。 

その意味では 科学技術基本法の 成立と総合科学技術会議による 重点研究開発分野の 明確 

化は、 その中身については 議論の余地はあ るにせよ先進国の 国家政策として 大きな意義が 

あ ったと思 う 。 ただ中身がやや 基礎研究中心で、 かつてのアメリカのヤングレポート や 韓 

国の国を挙げての 重点産業の競争力強化のような 視点が弱いような 気がする。 

IT 分野のような 先端的産業については、 かつてのように 国と企業と一体となった 技術 開 

発と産業競争力強化の 戦略づくりとその 実行が必要なのではないだろうか。 私自身 "SU 

I CA" の開発に携わっていた 時にこの種の 経験をした。 外国の企業はこの 分野の市場の 

大きさと将来性に 目をつけて猛烈な 圧力をかけてきた。 最初は開けた 公平な調達を 求める 

ことから始まった。 これに対しては 当然のこととして 受け止めると 同時に、 国内の技術 開 
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発を急がせた。 次に国際規格 ISO を理由にした 攻勢があ った。 私たちが採用しょうとして 

いた日本の規格は 未だ ISO 規格として認められていなかった。 ここに既に国際規格を 武器 

にした国家間の 戦略があ ったのだ。 さらにハイレベルの 外交ルートを 使った圧力もあ った 、 

私自身、 一時は弱気になるほどの 攻勢であ った。 しかし最終的に 私どもが定めた 厳しい 技 

術 要求を満たす 製品を定められた 期日までに提供できたのは 日本製品だけだった。 

次に企業と産業を 取り巻く環境と 構造を変えることによって 技術開発を活性化すること 

も重要な政策課題であ る。 いわゆる構造改革がそれにあ たるのだろうが、 国鉄改革を経験 

してみるといかにそれが 重要であ るかがわかると 同時に 、 他の分野での 同じような問題の 

存在が目につく。 過度な規制、 仲良し タ ラブ的な体質、 セクショナリズム、 談合的取引の 

存在、 これら全てが 技術進歩の障害となる。 

そして宇宙のように 民間だけでほ 不可能で、 国家自らが取り 組まなければならない 技術 

開発があ る。 日本の宇宙開発は 失敗があ るたびに厳しい 批判にさらされるが、 現実には 極 

めて短い時間の 間に乏しい資金の 中で着実に開発を 進めてきた。 1968 年に宇宙開発事業団 

が 発足し、 日本の宇宙開発が 本格的なスタートを 切った時にはアメリカはすでにアポロ 宇 

宙船が 月に到達していた。 それから 40 年足らずの間に 日本の宇宙技術は 世界のトップレベ 

ルに近づいている。 私は宇宙技術は 技術先進国日本にとって 欠かせない技術だと 考えて ぃ 

るし、 これからの気象観測、 地球環境問題、 そして安全保障にとって 欠かせない技術だと 

思、 ぅし 、 この先端技術を 持つことの他の 分野への波及効果も 大きいと考えるからであ る。 

最大の問題は 日本が宇宙開発を 行う意義を政策としてはっきりさせることにあ ると思う。 

宇宙開発はまずは 他の多くの技術分野と 同じように、 研究者と先駆者たちの 探究心とチャ 

レンジ精神から 始まり、 やがて国家威信と 安全保障のシンボルとなっていった。 アポロ 計 

回む 、 中国が有人宇宙船を 打ち上げたのも 国家威信以外の 何ものでもな い だろう。 日本も 

同じ道を歩むのか。 そうではないだろう。 まずは先進技術 国の シンボルとして 宇宙技術を 

確立すると同時に・ 安全保障を含めて 過去から引きずっているタブーを 打破し 、 真に日本 

にとって必要な 宇宙技術の活用を 明確化することにあ ると思う。 宇宙、 原子力そして 恐ら 

くこれからは 坂村教授が提唱されているような ユビキ タス・コンピューティン グ による社 

会インフラ、 環境技術など 国家にとって 大切で、 民間の 力 だけでは開発が 困難 校 分野の研 

究 開発はやはり 国家の責務だと 思 う 。 先人たちの努力で 世界のトップレベルにまで 到達し 

たこうした分野での 明確な政策が 求められる。 

最後に、 産学の共同の 問題があ る。 この問題は最近盛んに 議論になるが、 一部の分野を 

除いて未だしの 感がする。 かっての国鉄は 完全な自前主義で、 国鉄自身とメーカーとだけ 

で 技術開発を進めてきた。 また日本に数百あ る大学の中で 鉄道を研究テーマにしている 人 

学 がいくつあ るのだろうか。 15 年ほど前に、 アメリカの MIT にプロフェッサーシップを 開 

くために訪れたとき、 びっくりしたことは 鉄道をテーマにした 研究をいくつもやっている 

ことだった。 日本の実情から 考えて MIT のような著名校先端的な 研究をやっている 大学は 

鉄道のような 古 い 産業など相手にしてくれないのではないかと 考えていたからだった。 現 
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実はアメリカの 鉄道会社から 委託を受けて 色々な研究をおこなっている。 一方の鉄道企業 

の方は自身の 研究組織はほとんど 持っていない。 日本の対極を 見た思 い がした。 このため 

JR 東日本は MIT だけでなくいく っ かの大学にテーマを 決めて寄附講座を 開設した。 産学 

協同研究の場に 踏み込んでみたかったからであ る。 正直なところ、 未だ共同研究が 定着し 

たとは言えない。 しかしなんでも 自前主義の社風は 変わり つ っあ るし、 とくに IT など先端 

的な技術分野は 鉄道企業の力の 及ぶ範囲ではない。 産官学の共同研究開発体制の 樹立も技 

術先進国となった 日本にとっての 重要な政策課題だと 考える。 
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